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「法」 ◎介護保険法（平成9年法律第123号）

「施行令」 ◎介護保険法施行令（平成10年政令第412号）

「施行規則」 ◎介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）

「居宅省令」 □指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）

「施設省令」 □介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成11年厚生省令第40号）

「予防省令」

「居宅等省令解釈通知」 ◇指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年老企第25号）

「施設省令解釈通知」 ◇介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成12年老企第44号）

「居宅報酬告示」 ○指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）

「施設報酬告示」 ○指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第21号）

「予防報酬告示」 ○指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第127号） 

「訪問・通所留意事項通知」

「入所留意事項通知」

「予防留意事項通知」

「別掲告示94号」

「別掲告示95号」

「別掲告示96号」 厚生労働大臣が定める施設基準（（平成12年厚生省告示第26号）全部改正平成27年厚生労働省告示第96号）

「通所介護費等算定方法」

「夜勤職員基準」 厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成12年厚生省告示第29号）

　　＜文献：（発行：社会保険研究所）＞ 　　　　　介護報酬の解釈１　単位数表編《令和６年４月版》    （「青本」）
　　　　　介護報酬の解釈２　指定基準編《令和６年４月版》    （「赤本」）
　　　　　介護報酬の解釈３　ＱＡ・法令編《令和６年４月版》    （「緑本」）

　　＜厚生労働省 法令等データベースサービス＞　　　　 https://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/index.html

厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び介護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平成
12年厚生省告示第27号）

＜根拠欄省略標記一覧＞

厚生労働大臣が定める基準に定める者等（（平成12年厚生省告示第25号）全部改正平成27年厚生労働省告示第95
号）

□指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための
効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス及び居宅療養管理指導に係る部分）
及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年
老企第36号）
・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る
部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平
成12年老企第40号）

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年
老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号）

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（（平成12年厚生省告示第23号）全部改正平成27年厚生労働省告
示第94号）



届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

□
＊

施設等の区分・人員配置区
分
(青372～378・943～
950)(緑669～672・679～
681)
＊介護老人保健施設に係る
届出があったときは届出が
あったものとみなされる

別紙29・別紙29.29-2付表、別紙29-3・別紙29-3付表により、毎月区分の基準に適合するか
確認している。

□ 確認している

施設報酬告示別表9
入所留意事項通知第2の3(1)①②④⑥
入所留意事項通知第2の3(7)(8)
別掲告示96号第十四号イ～ハ・第十五号

看護又は介護職員の数が２人以上(利用者等の合計が40人以下では、常時、緊急時の連絡体
制を整備しているものにあっては、１以上)

□ 満たす

暦月において夜勤時間帯(午後10時から翌日午前５時までの時間を含めた連続する16時間)
に、夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が２日以上連続してい
る。

□ していない

暦月において夜勤時間帯に夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態
が４日以上ある。

□ ない

ユニット型：２ユニットごとに看護又は介護職員の数が１以上 □ 満たす

毎月、人員基準を満たすかを確認している。 □ 確認している

看護・介護職員の配置が、基準の１割を超えて減少した場合は当該月の翌月から、１割の
範囲内で減少した場合は当該月の翌々月から解消月まで利用者等全員について100分の70を
乗じて算定している。

□ 算定している

医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は介護支援専門員の配置が基準を下回った
場合は、当該月の翌々月から解消月までの利用者等全員について100分の70を乗じて算定し
ている。

□ 算定している

突発的で想定が困難な事象によりやむを得ない事情が生じ、人員基準を下回った。

公共職業安定所又は無料職業紹介事業を活用して、職員の確保の取組を行っている。

民間職業紹介事業者を利用する場合は、医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹
介事業者認定制度による適正認定事業者を含んでいる。

自ら採用情報をウェブサイトで公表する等、職員の確保に係る取組を積極的に行ってい
る。

一部の職員へ過度な業務負担とならないよう、職員の適正な労働時間管理を行い、体制の
整備を図るよう努めている。

人員欠如の発生が生じた日の属する月の翌月までに、別紙様式14により県へ報告してい
る。（報告する時点で有効な求人票の写しを添付）

□ 該当している

　　　　　　109 短期入所療養介護費(介護老人保健施設)　赤字：令和８年度変更箇所

夜勤職員基準第二号イ(1)(2)
入所留意事項通知第2の1(6)

入所留意事項通知第2の1(4)(5)
通所介護費等算定方法四号イ(2)(3)

人員基準欠如減算の適用猶
予
（１年に１回に限る、人員
欠如の発生が生じた日の属
する月の翌々月までの間）

□

□
＊

□
＊

夜勤勤務条件基準
(緑732～734)(青138・377)
＊介護老人保健施設に係る
届出があったときは届出が
あったものとみなされる

介護職員等の欠員による減
算の状況
(緑707～708)(青136～
137・376～377)
＊介護老人保健施設に係る
届出があったときは届出が
あったものとみなされる

□

該当している

R8.5.8付け老高発05088第１号「指定居宅サービスに
要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービ
ス、居宅量要管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）
及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関す
る基準の制定に伴う実施上の留意事項について」等の
一部改正について

109　短期入所療養介護（1/10）



届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定している。 □ 算定している

日中に、ユニットごとに常時１人以上の介護又は看護職員を配置している。 □ 配置している

ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置している。 □ 配置している

算定要件を満たさない状況が生じた場合に、その翌々月から要件を満たさない状況が解決
されるに至った月まで、利用者全員について減算している。

□ 減算している

(１)身体的拘束等を行う場合、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊
急やむを得ない理由を記録している。

□ している

(２)身体的拘束等の適正化のための対策検討委員会を３月に１回以上開催するとともに、
その結果について介護職員その他従業者に周知徹底を図っている。

□ している

(３)身体的拘束等の適正化のための指針を整備している。 □ している

(４)介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施
している。

□ している

(５)(１)～(４)の措置を講じていない場合に、速やかに改善計画を知事に提出している。 □ している

(６)事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を知事に報告している。 □ している

(７)事実が生じた月の翌月から改善が認められた月まで、入所者全員について減算してい
る。(事実の生じた月の翌月から減算を行い、改善計画を提出し、事実が生じた月から３か
月以降に当該計画に基づく改善が認められた月まで減算を継続している。)

□ 減算している

虐待防止のための委員会を定期的に開催し、その結果を従事者に周知している。 □ 周知している

虐待防止のための指針を整備している。 □ 整備している

虐待防止のための研修を定期的に実施している。 □ 実施している

虐待防止のための措置を適切に実施するための担当者を置いている。 □ 置いている

感染症に係る業務継続計画と災害に係る業務継続計画を策定している。
（いずれか一方のみの策定は不可）

□ 策定している

業務継続計画に従い必要な措置を講じている。 □ 措置を講じている

算定日が属する計画期間の前の計画期間（算定日が計画期間の開始後４月以内の日である
場合は、前の計画期間の前の計画期間）の最終年度において、介護老人保健施設短期入所
療養介護費（Ⅱ）、（Ⅲ）または（Ⅳ）を算定した月が、介護老人保健施設短期入所療養
介護費（Ⅰ）を算定した月より多い。

□ 該当している

介護老人保健施設の療養室に係る床面積の合計を入所定員で除した数が８以上である。
（内法による測定とすること）

□ 8以上

(1)利用者等の数が41人以上の場合、夜勤を行う看護又は介護職員の数が2名を超えて配
置、かつ利用者等の数が20又はその端数を増すごとに１以上配置している。

(2)利用者等の数が40人以下の場合、夜勤を行う看護又は介護職員の数が1名を超えて配
置、かつ利用者等の数が20又はその端数を増すごとに１以上配置している。

医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同して利用者ごとに個別リ
ハビリテーション計画を作成している。

□ している

個別リハビリテーション計画に基づき、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療
法士若しくは言語聴覚士が利用者に個別にリハビリテーションを20分以上実施している。

□ している

施設報酬告示別表9注3
入所留意事項通知第2の3(12)(第2の5(4)準用)
別掲告示96号第十六号(第十一号準用)

ユニットケア減算
(青378)(緑668)

個別リハビリテーション実
施加算
(青380～381)

居宅報酬告示別表9注9
入所留意事項通知第2の3(3)

施設報酬告示別表9注4
入所留意事項通知第2の3(9)(第2の2(6)準用)
別掲告示95号第三十九号の三のニ

□

業務継続計画未策定減算
(青378～379)(緑617)(赤
294～295)

施設報酬告示別表9注6
入所留意事項通知第2の3(11)(第2の2(8)準用)
別掲告示95号第三十九号の三の四

施設報酬告示別表9注5
入所留意事項通知第2の3(10)(第2の2(7)準用)
別掲告示95号第三十九号の三の三

□ 該当している
施設報酬告示別表9注8
入所留意事項通知第2の3(2)
夜勤職員基準第二号イ(3)

施設報酬告示別表9注7
入所留意事項通知第2の3(13)
別掲告示96号第十六号の二

□

身体拘束廃止未実施減算
(青378～379)(緑616～
617)(赤287～288)

□

□

高齢者虐待防止措置未実施
減算
(青378～379)(緑617)(赤
302～305)

室料相当額控除
（青380～381・1411）(緑
681)

夜勤職員配置加算
(青380～381)(緑734)
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

認知症の利用者と他の利用者とを区別している。 □ している

専ら認知症の利用者を利用させる施設であって、原則として、同一の建物又は階にある。
（以下「認知症専門棟」という。）

□ なっている

認知症専門棟の入所定員は40人を標準とする。 □ なっている

認知症専門棟の入所定員の１割以上の数の個室を設置している。 □ 設置している

認知症専門棟に１人当たり２㎡以上のデイルームを設置している。 □ 設置している

認知症専門棟に家族に対する介護技術や知識提供のための30㎡以上の部屋の設置してい
る。

□ 設置している

サービスを行う単位ごとの利用者が10人を標準としている。 □ なっている

サービスの単位ごとに固定した介護又は看護職員を配置している。 □ 配置している

日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当し、認知症専門棟での処遇が適当と医師が認めた者で
ある。

□ 該当している

認知症専門棟において、日中については利用者10人に対し常時１人以上の介護又は看護職
員を配置している。

□ 配置している

認知症専門棟において、夜間及び深夜に利用者20人に対し１人以上の看護又は介護職員を
配置している。

□ 配置している

ユニット型でない。（ユニット型介護老人保健施設サービス費を算定していない。） □ ﾕﾆｯﾄ型でない

特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定していない。 □ 算定していない

医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅で生活が困難であり、緊急に利
用することが適当であると判断した者である。

□ 該当している

利用を開始した日から起算して７日を限度としている。 □ している

介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、利用して
いる。

□ している

医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始している。 □ している

病院、診療所に入院中である者、介護保険施設又は地域密着特養へ入所中である者、認知
症対応型共同生活介護等を利用中である者が、直接、短期入所療養介護の利用を開始した
場合は算定できない。

□ 算定していない

判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録している。 □ 記録している 診療録等

事業所は、判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービ
ス計画書に記録している。

□ 記録している
介護サービス
計画

居宅報酬告示別表9注10
入所留意事項通知第2の3(1)①(第2の6(13)準用）
別掲告示96号第十七号

居宅報酬告示別表9注11
入所留意事項通知第2の3(14)(第2の2(17)準用)

□
＊

認知症ケア加算
(青380～381)(緑681)(赤
1010)
＊介護老人保健施設に係る
届出があったときは届出が
あったものとみなされる

認知症行動・心理症状緊急
対応加算
(青380～381)
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

利用者の状態や家族等の事情（介護を行う者が疾病にかかっていることその他やむを得な
い理由）により短期入所が必要になった利用者である。

□ 該当している

居宅サービス計画において当該日に短期入所を利用することが計画されていない居宅要介
護者である。

□ 該当している

居宅サービス計画を担当する居宅介護支援事業所の介護支援専門員（この加算において
「当該介護支援専門員」という。）が、必要性を認めて、緊急に短期入所療養介護が行わ
れている。

□ 行っている

当該介護支援専門員と事前に連携が図れない場合は、利用者又は家族の同意の上、短期入
所療養介護事業所により、サービスが緊急に行われ、事後に当該介護支援専門員により必
要であったと判断されている。

□ 判断された

利用を開始した日から７日（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない
事情がある場合は、14日）を限度として算定している。

□ 算定している

緊急に受入れを行った事業所は、当該利用者が速やかに居宅における生活に復帰できるよ
う、居宅介護支援事業者と密接な連携を行い、相談している。

□ している

緊急利用した者に関する利用の理由、期間、緊急受け入れ後の対応などの事項を記録して
いる。

□ 記録している

緊急利用にかかる変更前後の居宅介護サービス計画を保存するなどして、適正な緊急利用
に努めている。

□ 努めている

認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定していない。 □ 算定していない

緊急受入れに対応するための情報共有や窓口を明確化するとともに、空床情報を公表して
いる。

□ している

若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定めている。 □ 定めている

担当者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応じた適切なサービス提供を行っている。 □ 行っている

認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定していない。 □ 算定していない

介護老人保健施設短期入療養介護費(Ⅰ)・ユニット型介護老人保健施設短期入療養介護費
(Ⅰ)・特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定している。

□ 算定している

要介護４又は５に該当し、常時頻回の喀痰吸引を実施している状態など利用者が重度療養
管理加算を算定できる状態である。

□ 満たす

計画的な医学的管理を継続して行い、指定短期入所療養介護を行っている。 □ 行っている

当該医学的管理の内容等を診療録に記載している。 □ している

請求明細書の摘要欄に該当する状態を記載している。 □ している

在宅復帰・在宅療養支援等の指標の合計値が40以上である。 □ 該当している

地域に貢献する活動を行っている。 □ している

介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ）の介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅰ）
若しくは（ⅲ）又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）のユニット型
介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅰ）若しくは経過的ユニット型介護老人保健施設
短期入所療養介護費（ⅰ）を算定している。

□ 算定している

□

若年性認知症利用者受入加
算
(青382～383)(緑604)

緊急短期入所受入加算
(青382～383)(緑579)

□

重度療養管理加算
(青382～384)(緑579)

在宅復帰・在宅療養支援機
能加算（Ⅰ）
(青385)(緑617)

居宅報酬告示別表9注14
入所留意事項通知第2の3(4)
別掲告示94号第二十六号(第十八号準用)

居宅報酬告示別表9注15
入所留意事項通知第2の3(1)③イ(第2の3(1)②ハ準用)
別掲告示95号第三十九号の四イ

居宅報酬告示別表9注13
入所留意事項通知第2の3(16)(第2の2(18)準用)
別掲告示95号第十八号

居宅報酬告示別表9注12
入所留意事項通知第2の3(15)
別掲告示94号第二十五号
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

在宅復帰・在宅療養支援等の指標の合計値が70以上である。 □ 該当している

介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ）の介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅱ）
若しくは（ⅳ）又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）のユニット型
介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅱ）若しくは経過的ユニット型介護老人保健施設
短期入所療養介護費（ⅱ）を算定している。

□ 算定している

利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる利用者
である。

□ 該当している

居宅と指定短期入所療養介護事業所との間を送迎している。 □ している

従来型個室の多床室利用
(青386)(緑682)

次のいずれかに該当する者である。
(１)感染症等により従来型個室の利用が必要であると医師が判断した者
(２)利用者1人当たりの面積が８㎡以下に適合する従来型個室を利用する者
(３)著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及ぼす恐れ
があるとして、従来型個室の利用が必要であると医師が判断した者

□ 該当している
居宅報酬告示別表9注17
別掲告示96号第二十一号イ

連続して30日を超える利用
者
(青386)

利用者が連続して30日を超えて指定短期入所療養介護を受けている場合は、30日を超える
日以降は介護老人保健施設における短期入所療養介護費は算定しない。

□ 算定していない 居宅報酬告示別表9注19

介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくは（Ⅲ）又はユニット型介護老人保健
施設短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくは（Ⅲ）を算定している。

□ 算定している

介護療養型老人保健施設の定員のうち、転換前に4:1の介護職員配置を施設基準上の要件と
する介護療養施設サービス費を算定する指定介護療養型医療施設又は医療保険の療養病棟
入院基本料1の施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た病棟であった
もの（平成22年4月1日以前に転換した場合にあっては、医療保険の療養病棟入院基本料に
おけるいわゆる20:1配置病棟であったもの）の占める割合が２分の１以上である。

□ 該当している

当該施設における看護職員又は介護職員の数のうち、介護職員の数が、常勤換算方法で短
期入所療養介護の利用者及び当該施設の入所者の数の合計数が４又はその端数を増すごと
に１以上である。

□ 該当している

定員、人員基準に適合している。 □ 適合している

介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくは（Ⅲ）又はユニット型介護老人保健
施設短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくは（Ⅲ）を算定している。

□ 算定している

入所者等のうち、喀痰吸引又は経管栄養が実施された者の占める割合が100分の20以上であ
る。

□ 該当している

利用者等のうち、著しい精神症状、周辺症状又は重篤な身体疾患又は日常生活に支障を来
すような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ、専門治療を必要とする認知症高
齢者の占める割合が100分の50以上である。

□ 該当している

□

□

療養体制維持特別加算
（Ⅰ）
(青386～387)(緑681～682)

□

在宅復帰・在宅療養支援機
能加算（Ⅱ）
(青385)(緑617)

療養体制維持特別加算
（Ⅱ）
(青386～387)(緑681～682)

居宅報酬告示別表9注15
入所留意事項通知第2の3(1)③ロ(第2の3(1)②～④準
用)
別掲告示95号第三十九号の四ロ

居宅報酬告示別表9注21
入所留意事項通知第2の3(1)⑥ニb
別掲告示96号第十八号ロ

居宅報酬告示別表9注16

送迎加算
(青386)

居宅報酬告示別表9注21
入所留意事項通知第2の3(1)⑥ニa
別掲告示96号第十八号イ
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

利用者又は家族の同意の上、治療管理を目的として短期入所療養介護が行われている。 □ 該当している

診療方針を定め、治療管理として投薬、検査、注射、処置等を行っている。 □ 行っている

診療方針、診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等の内容等を診療録
に記載している。

□ している

10日を限度として算定している。 □ 算定している

利用終了日から７日以内に、利用者の主治の医師に対して、利用者の同意を得て、診療状
況を示す文書を添えて必要な情報の提供を行い、その文書の写しを診療録に添付してい
る。

□ している

緊急時施設療養費を算定していない。 □ 算定していない

利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、評価の結果の情報提供を
している。

□ している

歯科診療報酬点数表の区分番号C000に掲げる歯科訪問診療料の算定の実績がある歯科医療
機関の歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士に相談できる体制を確保し、その
旨を文書等で取り決めている。

□ している

他の介護サービス事業所において、利用者について、栄養状態のスクリーニングを行い、
口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）を算定している場合を除き、口腔・栄養スクリーニ
ング加算を算定している。

□ 算定している

利用者について、口腔の健康状態の評価の結果、居宅管理指導が必要であると歯科医師が
判断し、初回の居宅療養管理指導を行った日の属する月を除き、指定居宅介護支援事業所
事業所が歯科医師又は歯科衛生士が行う居宅療養管理指導費を算定している。

□ 算定している

次に掲げる確認を行っている。
（ト、チは利用者の状態に応じて確認可能な場合に限って評価を行う。）
　イ　開口の状況
　ロ　歯の汚れの有無
　ハ　舌の汚れの有無
　二　歯肉の腫れ、出血の有無
　ホ　左右両方の奥歯のかみ合わせの状態
　へ　むせの有無
　ト　ぶくぶくうがいの状態
　チ　食物のため込み、残留の有無

□ している

食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている。 □ されている

利用者の年齢、心身の状況により適切な栄養量及び内容の食事提供がされている。 □ されている

定員、人員基準に適合している。 □ 適合している

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び
内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食（流動食は除く。）、貧血食、膵
臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食が提供されている。

□ されている

療養食の献立表が作成されている。 □ されている 療養食献立表

総合医学管理加算
(青388)(緑618)

居宅報酬告示別表9(6)
入所留意事項通知第2の3(18)(第2の2(21)準用)
別掲告示94号第二十七号(第二十三号準用)
別掲告示95号第三十五号

□

療養食加算
(青390～391)(緑579・611)

□

居宅報酬告示別表9(4)
入所留意事項通知第2の3(5)
別掲告示95号第三十九号の五

居宅報酬告示別表9(5)
入所留意事項通知第2の3(17)(第2の2(20)準用)
別掲告示95号第三十九号の六

口腔連携強化加算
(青389～390)(緑618)
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

(１)利用者総数のうち、日常生活に支障を来すおそれがある症状若しくは行動が認められ
ることから介護を必要とする認知症の者(日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する
者)の占める割合が２分の１以上である。

□ 該当している

(２)認知症介護の専門的な研修修了者を、対象者の数が20人未満の場合は１以上、対象者
が20人以上の場合にあっては１に当該対象者が19を超えて10又はその端数を増すごとに１
を加えて得た数以上を配置し、チームとしての専門的な認知症ケアを実施している。

□ している

(３)施設の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議
を定期的に開催している。

□ している

(１)（Ⅰ）の算定要件に適合している。 □ 適合している

(２)認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、事業所全
体の認知症ケアの指導等を実施している。

□ している

(３)事業所における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、計
画に従い、研修を実施又は実施を予定している。

□ している

利用者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場合において緊急的な治療管理とし
ての投薬、検査、注射、処置等を行っている。

□ 行っている

同一の利用者について１月に１回、連続する３日を限度に算定している。 □ 算定している

１月に連続しない１日を３回算定することは認められない。 □ 算定していない

特定治療と同時に算定していない。 □ 算定していない

意識障害又は昏睡、急性呼吸不全又は慢性呼吸不全の急性憎悪、急性心不全（心筋梗塞を
含む。）、ショック、重篤な代謝障害、その他薬物中毒等で重篤なものを対象とする。

□ 該当している

診療報酬の算定方法別表第一医科診療報酬点数表第1章及び第2章において、高齢者の医療
の確保に関する法律第57条第3項に規定する保険医療機関等が行った場合に点数が算定され
るリハビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療（別に厚生労働大臣が定めるも
のを除く。）を行っている。

□ 行っている

特定治療として算定できないリハビリテーション、処置、手術、麻酔または放射線治療＜
青1008～1009＞を確認し、適正に算定している。

□ 算定している

当該診療に係る医科診療報酬点数表第１章及び第２章に定める点数に10円を乗じて得た額
を算定している。

□ 算定している

居宅報酬告示別表9(8)一
入所留意事項通知第2の3(1)①（第2の6(32)①準用）

居宅報酬告示別表9(8)二
入所留意事項通知第2の3(1)①（第2の6(32)②準用）
別掲告示94号第二十八号

認知症専門ケア加算（Ⅰ）
(青392～393)(緑580・592)

特定治療
(青392～393・377・
987)(緑579～580)

緊急時治療管理
(青392～393・377・987)

　

□
　
併
算
定
不
可

居宅報酬告示別表9(7)
入所留意事項通知第2の3(19)(第2の2(24)①～⑥準用)
別掲告示94号第二十八号の二(第二十三号の二準用)
別掲告示95号第三号の五イ

居宅報酬告示別表9(7)
入所留意事項通知第2の3(19)(第2の2(24)①～⑥準用)
別掲告示94号第二十八号の二(第二十三号の二準用)
別掲告示95号第三号の五ロ

認知症専門ケア加算（Ⅱ）
(青392～393)(緑580・592)

併
算
定
不
可
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

（１）利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検
討するための委員会において、次に掲げる事項について必要な検討を行うとともに、当該
事項の実施状況について定期的に確認を行っている。

□ 算定している

ア　介護機器を活用する場合における利用者の安全及びケアの質の確保。 □ している

イ　職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮。 □ している

ウ　介護機器の定期的な点検。 □ している

エ　業務の効率化及び質の向上並びに職員の負担軽減を図るための職員研修。 □ している

（２）委員会の取組及び介護機器の活用による業務の効率化及びケアの質の確保並びに職
員の負担軽減に関する実績がある。

□ 実績がある

（３）介護機器を複数種類活用している。 □ している

（４）委員会において、職員の業務分担の明確化等による業務の効率化及びケアの質の確
保並びに負担軽減について必要な検討を行い、当該検討を踏まえた取組を実施し、当該取
組の実施を定期的に確認している。

□ している

（５）事業年度ごとに(１)、(３)、(４)の取組に関する実績を厚生労働省に報告してい
る。

□ している

（１）生産性向上推進体制加算（Ⅰ）の算定要件（１）に適合している。 □ している

（２）介護機器を活用している。 □ している

（３）事業年度ごとに(１)、(２)の取組に関する実績を厚生労働省に報告している。 □ している

次のいずれかに適合している。
(1)介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合が100分の80以上
(2)介護職員の総数のうち勤続年数10年以上の介護福祉士の占める割合が100分の35以上

□ 適合している

定員、人員基準に適合している。 □ 適合している

前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含
む。）については、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につき、毎
月確認し記録している。

□ 確認している

介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合が100分の60以上である。 □ 該当している

定員、人員基準に適合している。 □ 適合している

前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含
む。）については、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につき、毎
月確認し記録している。

□ 確認している

次のいずれかに適合している。
(１)介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合が100分の50以上である。
(２)看護、介護職員の総数のうち常勤職員の占める割合が100分の75以上である。
(３)短期入所療養介護又は介護保健施設サービスを利用者又は入所者に直接提供する職員
の総数のうち、勤続年数が７年以上の者の占める割合が100分の30以上である。

□ 適合している

定員、人員基準に適合している。 □ 適合している

前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含
む。）については、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につき、毎
月確認し記録している。

□ 確認している

□
　
併
算
定
不
可

サービス提供体制強化加算
（Ⅰ）
(青394～395)(緑618～619)

□

生産性向上推進体制加算
（Ⅰ）
(青394～395)(緑612・
618・951～966)

サービス提供体制強化加算
（Ⅱ）
(青394～395)(緑619)

生産性向上推進体制加算
（Ⅱ）
(青394～395)(緑612・
618・951～966)

サービス提供体制強化加算
（Ⅲ）
(青394～395)(緑619～620)

居宅報酬告示別表9(10)
入所留意事項通知第2の3(11)①(第2の2(28)①～④及
び⑥準用)
入所留意事項通知第2の3(11)②
別掲告示95号第四十号イ

居宅報酬告示別表9(10)
入所留意事項通知第2の3(11)①(第2の2(28)①～④及
び⑥準用)
入所留意事項通知第2の3(11)②
別掲告示95号第四十号ロ

居宅報酬告示別表9(10)
入所留意事項通知第2の3(11)①(第2の2(28)①～④及
び⑥準用)
入所留意事項通知第2の3(11)②
別掲告示95号第四十号ハ

居宅報酬告示別表9(9)
入所留意事項通知第2の3(20)（第2の2(25)準用）
別掲告示95号第三十九号の七(第三十七号の三イ準
用）

居宅報酬告示別表9(9)
入所留意事項通知第2の3(20)（第2の2(25)準用）
別掲告示95号第三十九号の七(第三十七号の三ロ準
用）

併
算
定
不
可
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

１　介護職員処遇改善加算の算定額を上回る介護職員の賃金改善を実施している。 □ 該当している

２　１の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他を記載した
介護職員処遇改善計画書を作成し、県に届け出ている。

□ 該当している

３　 次に掲げる基準に適合している。

（１）【月額賃金改善要件Ⅰ】
　加算Ⅳの加算額の２分の１以上に相当する額以上を、基本給又は毎月支払われる手当
（以下「基本給等」という。）の改善に充てている。

□ 該当している

（２)　【キャリアパス要件Ⅰ】　（任用要件・賃金体系の整備等）
　次に掲げる要件の全てに適合すること
　ア　介護職員の任用の際における職位、職責又は職務内容等の要件を
 　   定めていること。
　イ　アに掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系について
   　 定めていること。
　ウ　ア及びイの内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、
 　   全ての介護職員に周知していること。
　　※令和８年度は、申請時に下記「８　令和８年度特例要件」を満たす
    　場合は、年度末までの対応を誓約することで可。実績報告書で報告。

□ 該当している

（３）【キャリアパス要件Ⅱ】　（研修の実施等）
　次に掲げる要件の全てに適合すること
　ア　介護職員の資質向上又は資格取得のための支援に関する計画を策定し、
　　当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること
　イ　アについて、全ての介護職員に周知していること
　　※令和８年度は、申請時に下記「８　令和８年度特例要件」を満たす
　　　場合は、年度末までの対応を誓約することで可。実績報告書で報告。

□ 該当している

（４）【キャリアパス要件Ⅲ】　（昇給の仕組みの整備等）
　次に掲げる要件の全てに適合すること
　ア　介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準
　　に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。
　イ　アの内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての
　　介護職員に周知していること
　　※令和８年度は、申請時に下記「８　令和８年度特例要件」を満たす
　　場合は、年度末までの対応を誓約することで可。実績報告書で報告。

□ 該当している

（５）【キャリアパス要件Ⅳ】　（改善後の年額賃金要件）
　経験・技能のある介護職員のうち１人以上は、賃金改善後の賃金の見込
　額が年額440万円以上であること（加算等による賃金改善以前の賃金が
　年額440万円以上の者を除く。）
　※加算の算定額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が
　　困難である場合 は適用除外。
　※令和８年度は、申請時に下記「８　令和８年度特例要件」を満たす
　　場合は、年度末までの対応を誓約することで可。実績報告書で報告。

□ 該当している

（６）【キャリアパス要件Ⅴ】　（介護福祉士の配置等要件）
　サービス提供体制強化加算Ⅰ又はⅡの届出を行っていること。

□ 該当している

R8.3.13老発0313第6号「介護職員等処遇改善
加算に関する基本的な考え方並びに事務処理
手順及び様式例の提示について」

介護職員等処遇改善加算算
定要件

R8.3.13老発0313第6号「介護職員等処遇改善
加算に関する基本的な考え方並びに事務処理
手順及び様式例の提示について」
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

（７）【職場環境等要件】
○加算Ⅰ・Ⅱ
・６つの区分ごとにそれぞれ２つ以上取り組む。
　（生産性向上は３つ以上、うち一部は必須）
○加算Ⅲ・Ⅳ
・６つの区分ごとにそれぞれ１つ以上取り組む。（生産性向上は２つ以上）

□ 該当している

R8.3.13老発0313第6号「介護職員等処遇改善
加算に関する基本的な考え方並びに事務処理
手順及び様式例の提示について」

（８）令和８年度特例要件
※令和８年度特例要件として、次のいずれかの取組を行っていること。
（ア）生産性向上推進体制加算Ⅰ又はⅡを算定していること。算定して
　　いない場合であっても、年度内に当該加算の算定を誓約した場合は可。
　　実績報告書において報告。
（イ）開設法人が、社会福祉連携推進法人に所属していること。

□ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅰイ

上記算定要件の１、２及び３（１）～（７）までの要件をすべて満たすこと。 □ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅰロ

介護職員等処遇改善加算Ⅰイの算定要件に加え、３（８）の要件を満たすこと。 □ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅱイ

上記算定要件の１、２及び３（１）～（７）までのうち、３（６）を除く要件をすべて満
たすこと。

□ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅱロ

介護職員等処遇改善加算Ⅱイの算定要件に加え、３（８）の要件を満たすこと。 □ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅲ

上記算定要件の１、２及び３（１）～（７）までのうち、３（５）～（６）を除く要件を
すべて満たすこと。

□ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅳ

上記算定要件の１、２及び３（１）～（７）までのうち、３（４）～（６）を除く要件を
すべて満たすこと。

□ 該当している

介護職員等処遇改善加算算
定要件
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

□
＊

施設等の区分・人員配置区
分
(青1223～1229・1410)(緑
669～672・702)
＊介護老人保健施設に係る
届出があったときは届出が
あったものとみなされる

別紙29・別紙29.29-2付表、別紙29-3・別紙29-3付表により、毎月区分の基準に適合する
か確認している。

□ 確認している

施設報酬告示別表7
入所留意事項通知第2の8(1)①②④⑥
入所留意事項通知第2の8(7)(8)
別掲告示96号第七十六号（第十四号イ～ハ準用）
別掲告示96号第七十七号（第十五号準用）

看護又は介護職員の数が２人以上(利用者等の合計が40人以下では、常時、緊急時の連絡
体制を整備しているものにあっては、１以上)

□ 満たす

暦月において夜勤時間帯(午後10時から翌日午前5時までの時間を含めた連続する16時間)
に、夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が２日以上連続してい
る。

□ していない

暦月において夜勤時間帯に夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態
が４日以上ある。

□ ない

ユニット型：２ユニットごとに看護又は介護職員の数が１以上 □ 満たす

毎月、人員基準を満たすかを確認している。 □ 確認している

看護・介護職員の配置が、基準の1割を超えて減少した場合は当該月の翌月から、１割の
範囲内で減少した場合は当該月の翌々月から解消月まで利用者等全員について100分の70
を乗じて算定している。

□ 算定している

医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は介護支援専門員の配置が基準を下回った
場合は、当該月の翌々月から解消月までの利用者等全員について100分の70を乗じて算定
している。

□ 算定している

突発的で想定が困難な事象によりやむを得ない事情が生じ、人員基準を下回った。

公共職業安定所又は無料職業紹介事業を活用して、職員の確保の取組を行っている。

民間職業紹介事業者を利用する場合は、医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹
介事業者認定制度による適正認定事業者を含んでいる。

自ら採用情報をウェブサイトで公表する等、職員の確保に係る取組を積極的に行ってい
る。

一部の職員へ過度な業務負担とならないよう、職員の適正な労働時間管理を行い、体制の
整備を図るよう努めている。

人員欠如の発生が生じた日の属する月の翌月までに、別紙様式14により県へ報告してい
る。（報告する時点で有効な求人票の写しを添付）

□ 該当している

ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費を算定している。 □ 算定している

日中に、ユニットごとに常時１人以上の介護又は看護職員を配置している。 □ 配置している

ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置している。 □ 配置している

算定要件を満たさない状況が生じた場合に、その翌々月から要件を満たさない状況が解決
されるに至った月まで、利用者全員について減算している。

□ 減算している

□ 該当している

R8.5.8付け老高発05088第１号「指定居宅サービスに要
する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービ
ス、居宅量要管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）
及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関す
る基準の制定に伴う実施上の留意事項について」等の
一部改正について

　　　　　　　409 介護予防短期入所療養介護費(介護老人保健施設）赤字：令和８年度変更箇所

予防報酬告示別表7注2
入所留意事項通知第2の8(7)(第2の7(7)準用)
別掲告示96号第七十八号(第十一号準用)

ユニットケア減算
(青1229)(緑702)

介護職員等の欠員による減
算の状況
(緑721)(青1223)
＊介護老人保健施設に係る
届出があったときは届出が
あったものとみなされる

夜勤勤務条件基準
(緑741～742)(青1223)
＊介護老人保健施設に係る
届出があったときは届出が
あったものとみなされる

夜勤職員基準第九号イ(1)(2)(第二号イ(1)(2)準用)

通所介護費等算定方法十八号イ(2)(3)

□

人員基準欠如減算の適用猶
予
（１年に１回に限る、人員
欠如の発生が生じた日の属
する月の翌々月までの間）

□
＊

□
＊
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

(１)身体的拘束等を行う場合、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊
急やむを得ない理由を記録している。

□ している

(２)身体的拘束等の適正化のための対策検討委員会を３月に１回以上開催するとともに、
その結果について介護職員その他従業者に周知徹底を図っている。

□ している

(３)身体的拘束等の適正化のための指針を整備している。 □ している

(４)介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施
している。

□ している

(５)(１)～(４)の措置を講じていない場合に、速やかに改善計画を知事に提出している。 □ している

(６)事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を知事に報告している。 □ している

(７)事実が生じた月の翌月から改善が認められた月まで、入所者全員について減算してい
る。(事実の生じた月の翌月から減算を行い、改善計画を提出し、事実が生じた月から３
か月以降に当該計画に基づく改善が認められた月まで減算を継続している。)

□ 減算している

虐待防止のための委員会を定期的に開催し、その結果を従事者に周知している。 □ 周知している

虐待防止のための指針を整備している。 □ 整備している

虐待防止のための研修を定期的に実施している。 □ 実施している

虐待防止のための措置を適切に実施するための担当者を置いている。 □ 置いている

感染症に係る業務継続計画と災害に係る業務継続計画を策定している。
（いずれか一方のみの策定は不可）

□ 策定している

業務継続計画に従い必要な措置を講じている。 □ 措置を講じている

(1)利用者等の数が41人以上の場合、夜勤を行う看護又は介護職員の数が2名を超えて配
置、かつ利用者等の数が20又はその端数を増すごとに１以上配置している

(2)利用者等の数が40人以下の場合、夜勤を行う看護又は介護職員の数が1名を超えて配
置、かつ利用者等の数が20又はその端数を増すごとに１以上配置している。

算定日が属する計画期間の前の計画期間（算定日が計画期間の開始後４月以内の日である
場合は、前の計画期間の前の計画期間）の最終年度において、介護老人保健施設介護予防
短期入所療養介護費（Ⅱ）、（Ⅲ）または（Ⅳ）を算定した月が、介護老人保健施設介護
予防短期入所療養介護費（Ⅰ）を算定した月より多い。

□ 該当している

介護老人保健施設の療養室に係る床面積の合計を入所定員で除した数が８以上である。
（内法による測定とすること）

□ 8以上

医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同して利用者ごとに個別リ
ハビリテーション計画を作成している。

□ している

個別リハビリテーション計画に基づき、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療
法士若しくは言語聴覚士が利用者に個別にリハビリテーションを20分以上実施している。

□ している

予防報酬告示別表7注8
予防留意事項通知第2の8(4)

室料相当額控除
（青1230～1231・1411）
(緑681) 施設報酬告示別表7注6

入所留意事項通知第2の8(11)①
別掲告示96号第十六号の二

施設報酬告示別表7注4
入所留意事項通知第2の8(9)(第2の2(2)準用)
別掲告示95号第百十七号の三の三

□

業務継続計画未策定減算
(青1230～1231)(緑658) 施設報酬告示別表7注5

入所留意事項通知第2の8(10)(第2の6(3)準用)
別掲告示95号第百十七号の三の四

□ 該当している□

夜勤職員配置加算
(青1230～1231)(緑742) 予防報酬告示別表7注7

入所留意事項通知第2の8(2)
夜勤職員基準第九号イ(3)(第二号イ(3)準用)

身体拘束廃止未実施減算
(青1229)(緑658)(赤1155)

施設報酬告示別表7注3
入所留意事項通知第2の8(8)(第2の7(8)準用)
別掲告示95号第百十七号の三のニ

□

高齢者虐待防止措置未実施
減算
(青1230～1231)(緑658)

個別リハビリテーション実
施加算
(青1232～1233)

□
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅で生活が困難であり、緊急に利
用することが適当であると判断した者である。

□ 該当している

利用を開始した日から起算して７日を限度としている。 □ している

介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、利用して
いる。

□ している

医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始している。 □ している

病院、診療所に入院中である者、介護予防認知症対応型共同生活介護等を利用中である者
が、直接、介護予防短期入所療養介護の利用を開始した場合は算定できない。

□ 算定していない

判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録している。 □ 記録している 診療録等

事業所は、判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護予防
サービス計画書に記録している。

□ 記録している
介護予防サー
ビス計画

若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定めている。 □ 定めている

担当者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応じた適切なサービス提供を行っている。 □ 行っている

認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定していない。 □ 算定していない

在宅復帰・在宅療養支援等の指標の合計値が40以上である。 □ 該当している

地域に貢献する活動を行っている。 □ している

介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(Ⅰ）の介護老人保健施設介護予防短期入
所療養介護費（ⅰ）若しくは（ⅲ）又はユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療
養介護費（Ⅰ）のユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ⅰ）若しく
は経過的ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ⅰ）を算定してい
る。

□ 算定している

在宅復帰・在宅療養支援等の指標の合計値が70以上である □ 該当している

介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(Ⅰ）の介護老人保健施設介護予防短期入
所療養介護費（ⅱ）もしくは（ⅳ）又はユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療
養介護費（Ⅰ）のユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ⅱ）もしく
は経過的ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ⅱ）を算定してい
る。

□ 算定している

利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる利用者
である。

□ 該当している

居宅と指定介護予防短期入所療養介護事業所との間を送迎している。 □ している

従来型個室の多床室利用
(青1234～1235)(緑703)

次のいずれかに該当する者である。
(１)感染症等により従来型個室の利用が必要であると医師が判断した者
(２)利用者１人当たりの面積が８㎡以下に適合する従来型個室を利用する者
(３)著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及ぼす恐れ
があるとして、従来型個室の利用が必要であると医師が判断した者

□ 該当している
予防報酬告示別表7注13
別掲告示96号第八十二号(第二十一号イ準用)

連続して30日を超える利用
者
(青1235)

利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介護を受けている場合は、30日
を超える日以降は介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費は算定しない。

□ 算定していない 予防報酬告示別表7注15

認知症行動・心理症状緊急
対応加算
(青1232～1233)

予防報酬告示別表7注9
予防留意事項通知第2の8(12)(第2の7(13)準用)

□

在宅復帰・在宅療養支援機
能加算（Ⅰ）
(青1234～1235)(緑658)

在宅復帰・在宅療養支援機
能加算（Ⅱ）
(青1234～1235)(緑658)

□

□

予防報酬告示別表7注10
予防留意事項通知第2の8(13)(第2の7(14)準用)
別掲告示95号第十八号

予防報酬告示別表7注11
予防留意事項通知第2の8(1)③イ(第2の8(1)②準用)
予防留意事項通知第2の8(1)③ロ
別掲告示95号第百十七号の四(第三十九号の四イ準用)

予防報酬告示別表7注11
予防留意事項通知第2の8(1)⑤(第2の8(1)②～④準用)
別掲告示95号第百十七号の四(第三十九号の四ロ準用)

若年性認知症利用者受入加
算
(青1232～1233)(緑604)

送迎加算
(青1234)

予防報酬告示別表7注12
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくは（Ⅲ）又はユニット型介護
老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくは（Ⅲ）を算定している。

□ 算定している

介護療養型老人保健施設の定員のうち、転換前に4:1の介護職員配置を施設基準上の要件
とする介護療養施設サービス費を算定する指定介護療養型医療施設又は医療保険の療養病
棟入院基本料1の施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た病棟で
あったもの（平成22年4月1日以前に転換した場合にあっては、医療保険の療養病棟入院基
本料におけるいわゆる20:1配置病棟であったもの）の占める割合が２分の１以上である。

□ 該当している

当該施設における看護職員又は介護職員の数のうち、介護職員の数が、常勤換算方法で短
期入所療養介護の利用者及び当該施設の入所者の数の合計数が４又はその端数を増すごと
に１以上である。

□ 該当している

定員、人員基準に適合している。 □ 適合している

介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくは（Ⅲ）又はユニット型介護
老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくは（Ⅲ）を算定している。

□ 算定している

入所者等のうち、喀痰吸引又は経管栄養が実施された者の占める割合が100分の20以上で
ある。

□ 該当している

利用者等のうち、著しい精神症状、周辺症状又は重篤な身体疾患又は日常生活に支障を来
すような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ、専門治療を必要とする認知症高
齢者の占める割合が100分の50以上である。

□ 該当している

利用者又は家族の同意の上、治療管理を目的として介護予防短期入所療養介護が行われて
いる。

□ 該当している

診療方針を定め、治療管理として投薬、検査、注射、処置等を行っている。 □ 行っている

診療方針、診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等の内容等を診療録
に記載している。

□ している

10日を限度として算定している。 □ 算定している

利用終了日から７日以内に、利用者の主治の医師に対して、利用者の同意を得て、診療状
況を示す文書を添えて必要な情報の提供を行い、その文書の写しを診療録に添付してい
る。

□ している

緊急時施設療養費を算定していない。 □ 算定していない

□

□

予防報酬告示別表7注17
入所留意事項通知第2の8(1)⑥ニa
別掲告示96号第七十九号(第十八号イ準用)

予防報酬告示別表7注17
入所留意事項通知第2の8(1)⑥ニb
別掲告示96号第七十九号(第十八号ロ準用)

総合医学管理加算
(青1236～1237)(緑658)

療養体制維持特別加算
（Ⅱ）
(青1236～1237)(緑703)

予防報酬告示別表7(3)
入所留意事項通知第2の8(3)
別掲告示95号第百十七号の五（第三十九号の五準用）

療養体制維持特別加算
（Ⅰ）
(青1236～1237)(緑703)
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、評価の結果の情報提供を
している。

□ している

歯科診療報酬点数表の区分番号C000に掲げる歯科訪問診療料の算定の実績がある歯科医療
機関の歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士に相談できる体制を確保し、その
旨を文書等で取り決めている。

□ している

他の介護サービス事業所において、利用者について、栄養状態のスクリーニングを行い、
口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）を算定している場合を除き、口腔・栄養スクリーニ
ング加算を算定している。

□ 算定している

利用者について、口腔の健康状態の評価の結果、居宅管理指導が必要であると歯科医師が
判断し、初回の居宅療養管理指導を行った日の属する月を除き、指定居宅介護支援事業所
事業所が歯科医師又は歯科衛生士が行う居宅療養管理指導費を算定している。

□ 算定している

次に掲げる確認を行っている。
（ト、チは利用者の状態に応じて確認可能な場合に限って評価を行う。）
　イ　開口の状況
　ロ　歯の汚れの有無
　ハ　舌の汚れの有無
　二　歯肉の腫れ、出血の有無
　ホ　左右両方の奥歯のかみ合わせの状態
　へ　むせの有無
　ト　ぶくぶくうがいの状態
　チ　食物のため込み、残留の有無

□ している

食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている。 □ されている

利用者の年齢、心身の状況により適切な栄養量及び内容の食事提供がされている。 □ されている

定員、人員基準に適合している。 □ 適合している

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び
内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食（流動食は除く。）、貧血食、膵
臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食が提供さている。

□ されている

療養食の献立表が作成されている。 □ されている 療養食献立表

(１)利用者総数のうち、日常生活に支障を来すおそれがある症状若しくは行動が認められ
ることから介護を必要とする認知症の者(日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当す
る者)の占める割合が２分の１以上である。

□ 該当している

(２)認知症介護の専門的な研修修了者を、対象者の数が20人未満の場合は1以上、対象者
が20人以上の場合にあっては１に当該対象者が19を超えて10又はその端数を増すごとに１
を加えて得た数以上を配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施している。

□ している

(３)施設の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議
を定期的に開催している。

□ している

(１)（Ⅰ）の算定要件に適合している。 □ 適合している

(２)認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、事業所全
体の認知症ケアの指導等を実施している。

□ している

(3)事業所における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、計
画に従い、研修を実施又は実施を予定している。

□ している

口腔連携強化加算
(青1238～1239)(緑658)

□

□
　
併
算
定
不
可

□

療養食加算
(青1239～1240)(緑578・
611)

予防報酬告示別表7(5)
予防留意事項通知第2の8(15)(第2の7(17)準用)
別掲告示94号第八十五号(第二十三号準用)
別掲告示95号第三十五号

予防報酬告示別表7(6)
入所留意事項通知第2の8(16)(第2の7(18)①～⑤準用)
別掲告示94号第八十五号の二(第二十三号の二準用)
別掲告示95号第三号の五イ

予防報酬告示別表7(6)
入所留意事項通知第2の8(16)(第2の7(18)①～⑤準用)
別掲告示94号第八十五号の二(第二十三号の二準用)
別掲告示95号第三号の五ロ

認知症専門ケア加算（Ⅰ）
(青1240～1241)(緑587・
592)

認知症専門ケア加算（Ⅱ）
(青1240～1241)(緑587・
592)

予防報酬告示別表7(4)
入所留意事項通知第2の8(14)(第2の3(26)準用)
別掲告示95号第百十七号の六（第三十九号の六準用）
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

利用者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場合において緊急的な治療管理とし
ての投薬、検査、注射、処置等を行っている。

□ 行っている

同一の利用者について１月に１回、連続する３日を限度に算定している。 □ 算定している

１月に連続しない１日を３回算定することは認められない。 □ 算定していない

特定治療と同時に算定していない。 □ 算定していない

意識障害又は昏睡、急性呼吸不全又は慢性呼吸不全の急性憎悪、急性心不全（心筋梗塞を
含む。）、ショック、重篤な代謝障害、その他薬物中毒等で重篤なものを対象とする。

□ 該当している

診療報酬の算定方法別表第一医科診療報酬点数表第1章及び第2章において、高齢者の医療
の確保に関する法律第57条第3項に規定する保険医療機関等が行った場合に点数が算定さ
れるリハビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療（別に厚生労働大臣が定める
ものを除く。）を行っている。

□ 行っている

特定治療として算定できないリハビリテーション、処置、手術、麻酔または放射線治療を
＜青1008～1009＞を確認し、適正に算定している。

□ 算定している

当該診療に係る医科診療報酬点数表第1章及び第2章に定める点数に10円を乗じて得た額を
算定している。

□ 算定している

（１）利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検
討するための委員会において、次に掲げる事項について必要な検討を行うとともに、当該
事項の実施状況について定期的に確認を行っている。

□ 算定している

ア　介護機器を活用する場合における利用者の安全及びケアの質の確保。 □ している

イ　職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮。 □ している

ウ　介護機器の定期的な点検。 □ している

エ　業務の効率化及び質の向上並びに職員の負担軽減を図るための職員研修。 □ している

（２）委員会の取組及び介護機器の活用による業務の効率化及びケアの質の確保並びに職
員の負担軽減に関する実績がある。

□ 実績がある

（３）介護機器を複数種類活用している。 □ している

（４）委員会において、職員の業務分担の明確化等による業務の効率化及びケアの質の確
保並びに負担軽減について必要な検討を行い、当該検討を踏まえた取組を実施し、当該取
組の実施を定期的に確認している。

□ している

（５）事業年度ごとに(１)、(３)、(４)の取組に関する実績を厚生労働省に報告してい
る。

□ している

（１）生産性向上推進体制加算（Ⅰ）の算定要件（１）に適合している。 □ している

（２）介護機器を活用している。 □ している

（３）事業年度ごとに(１)、(２)の取組に関する実績を厚生労働省に報告している。 □ している

予防報酬告示別表7(7)(一)
予防留意事項通知第2の8(1)①（第2の6(32)①準用）

予防報酬告示別表7(7)(二)
予防留意事項通知第2の8(1)①（第2の6(32)②準用）
別掲告示94号第八十六号（第二十八号準用）

生産性向上推進体制加算
（Ⅰ）
(青1242～1243)(緑612)

予防報酬告示別表7(8)
予防留意事項通知第2の8(17)（第2の7(19)準用）
別掲告示95号第百十七号の七（第三十七号の三イ準
用）

生産性向上推進体制加算
（Ⅱ）
(青1242～1243)(緑612)

予防報酬告示別表7(8)
予防留意事項通知第2の8(17)（第2の7(19)準用）
別掲告示95号第百十七号の七（第三十七号の三ロ準
用）

特定治療
(青1223～1224・1241・
987)(緑579～580)

□

　

緊急時治療管理
(青1241・1223～1224・
987)

併
算
定
不
可

併
算
定
不
可
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

次のいずれかに適合している。
(１)介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合が100分の80以上
(２)介護職員の総数のうち勤続年数10年以上の介護福祉士の占める割合が100分の35以上

□ 適合している

定員、人員基準に適合している。 □ 適合している

前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含
む。）については、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につき、毎
月確認し記録している。

□ 確認している

介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合が100分の60以上である。 □ 該当している

定員、人員基準に適合している。 □ 適合している

前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含
む。）については、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につき、毎
月確認し記録している。

□ 確認している

次のいずれかに適合している。
(１)介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合が100分の50以上である。
(２)看護、介護職員の総数のうち常勤職員の占める割合が100分の75以上である。
(３)介護予防短期入所療養介護又は介護保健施設サービスを利用者又は入所者に直接提供
する職員の総数のうち、勤続年数が7年以上の者の占める割合が100分の30以上である。

□ 適合している

定員、人員基準に適合している。 □ 適合している

前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含
む。）については、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につき、毎
月確認し記録している。

□ 確認している

１　介護職員処遇改善加算の算定額を上回る介護職員の賃金改善を実施している。 □ 該当している

２　１の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他を記載した
介護職員処遇改善計画書を作成し、県に届け出ている。

□ 該当している

３　 次に掲げる基準に適合している。

（１）【月額賃金改善要件Ⅰ】
　加算Ⅳの加算額の２分の１以上に相当する額以上を、基本給又は毎月支払われる手当
（以下「基本給等」という。）の改善に充てている。

□ 該当している

（２)　【キャリアパス要件Ⅰ】　（任用要件・賃金体系の整備等）
　次に掲げる要件の全てに適合すること
　ア　介護職員の任用の際における職位、職責又は職務内容等の要件を
 　   定めていること。
　イ　アに掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系について
   　 定めていること。
　ウ　ア及びイの内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、
 　   全ての介護職員に周知していること。
　　※令和８年度は、申請時に下記「８　令和８年度特例要件」を満たす
    　場合は、年度末までの対応を誓約することで可。実績報告書で報告。

□ 該当している

R8.3.13老発0313第6号「介護職員等処遇改善
加算に関する基本的な考え方並びに事務処理
手順及び様式例の提示について」

□
　
併
算
定
不
可

予防報酬告示別表7(9)
予防留意事項通知第2の8(18)①(第2の2(11)④～⑧準
用)
予防留意事項通知第2の8(12)②
別掲告示95号第百十六号(第三十八号準用）

予防報酬告示別表8(9)
予防留意事項通知第2の8(18)①(第2の2(11)④～⑧準
用)
別掲告示95号第百十六号(第三十八号準用）

予防報酬告示別表7(9)
予防留意事項通知第2の8(18)①(第2の2(11)④～⑧準
用)
別掲告示95号第百十六号(第三十八号準用）

サービス提供体制強化加算
（Ⅲ）
(青1242～1243)(緑612～
613)

サービス提供体制強化加算
（Ⅱ）
(青1242～1243)(緑612～
613)

サービス提供体制強化加算
（Ⅰ）
(青1242～1243)(緑612～
613)

R8.3.13老発0313第6号「介護職員等処遇改善
加算に関する基本的な考え方並びに事務処理
手順及び様式例の提示について」

介護職員等処遇改善加算算
定要件
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届出
状況

点検項目 点検事項
点検
事項

点検結果 確認書類等 根　　拠

（３）【キャリアパス要件Ⅱ】　（研修の実施等）
　次に掲げる要件の全てに適合すること
　ア　介護職員の資質向上又は資格取得のための支援に関する計画を策定し、
　　当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること
　イ　アについて、全ての介護職員に周知していること
　　※令和８年度は、申請時に下記「８　令和８年度特例要件」を満たす
　　　場合は、年度末までの対応を誓約することで可。実績報告書で報告。

□ 該当している

（４）【キャリアパス要件Ⅲ】　（昇給の仕組みの整備等）
　次に掲げる要件の全てに適合すること
　ア　介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準
　　に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。
　イ　アの内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての
　　介護職員に周知していること
　　※令和８年度は、申請時に下記「８　令和８年度特例要件」を満たす
　　場合は、年度末までの対応を誓約することで可。実績報告書で報告。

□ 該当している

（５）【キャリアパス要件Ⅳ】　（改善後の年額賃金要件）
　経験・技能のある介護職員のうち１人以上は、賃金改善後の賃金の見込
　額が年額440万円以上であること（加算等による賃金改善以前の賃金が
　年額440万円以上の者を除く。）
　※加算の算定額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が
　　困難である場合 は適用除外。
　※令和８年度は、申請時に下記「８　令和８年度特例要件」を満たす
　　場合は、年度末までの対応を誓約することで可。実績報告書で報告。

□ 該当している

（６）【キャリアパス要件Ⅴ】　（介護福祉士の配置等要件）
　サービス提供体制強化加算Ⅰ又はⅡの届出を行っていること。

□ 該当している

（７）【職場環境等要件】
○加算Ⅰ・Ⅱ
・６つの区分ごとにそれぞれ２つ以上取り組む。
　（生産性向上は３つ以上、うち一部は必須）
○加算Ⅲ・Ⅳ
・６つの区分ごとにそれぞれ１つ以上取り組む。（生産性向上は２つ以上）

□ 該当している

R8.3.13老発0313第6号「介護職員等処遇改善
加算に関する基本的な考え方並びに事務処理
手順及び様式例の提示について」

（８）令和８年度特例要件
※令和８年度特例要件として、次のいずれかの取組を行っていること。
（ア）生産性向上推進体制加算Ⅰ又はⅡを算定していること。算定して
　　いない場合であっても、年度内に当該加算の算定を誓約した場合は可。
　　実績報告書において報告。
（イ）開設法人が、社会福祉連携推進法人に所属していること。

□ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅰイ

上記算定要件の１、２及び３（１）～（７）までの要件をすべて満たすこと。 □ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅰロ

介護職員等処遇改善加算Ⅰイの算定要件に加え、３（８）の要件を満たすこと。 □ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅱイ

上記算定要件の１、２及び３（１）～（７）までのうち、３（６）を除く要件をすべて満
たすこと。

□ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅱロ

介護職員等処遇改善加算Ⅱイの算定要件に加え、３（８）の要件を満たすこと。 □ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅲ

上記算定要件の１、２及び３（１）～（７）までのうち、３（５）～（６）を除く要件を
すべて満たすこと。

□ 該当している

介護職員等処遇改善加算
Ⅳ

上記算定要件の１、２及び３（１）～（７）までのうち、３（４）～（６）を除く要件を
すべて満たすこと。

□ 該当している

介護職員等処遇改善加算算
定要件
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